　　２　税務職員の行為と信義誠実の原則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田添　正寿
　１．問題の所在

　（１）はじめに

　民法1条2項に定義されている信義誠実の原則・・・権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行われなければならない・・・が、租税法においてどの範囲においてあるいは、どのような状況において適用され得るのであろうか。この点につき考察をしてみたい。

　租税法における信義誠実の原則の適用に関する裁判例は、数多く存在するが初めてその適用を認めた判決
が、昭和62（1987）年10月30日の最高裁においてだされものである。これは、被相続人が行っていた事業を死亡後引き継いだ相続人が、事業承継後青色申告書を提出していなかったにもかかわらず、課税当局から毎年青色申告用紙の送付がなされ、かつ毎年受理されていたことにつき、納税者自らがすでに青色申告者であると当然に認識していたことで納税者の保護を図るべきか否かについて争われた裁判である。

　最高裁において租税法における信義誠実の原則の法理の適用要件が示された。それは、

1 税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示したこと

②納税者がその表示を信頼しその信頼に基づいて行動したこと

③のちに右表示に反する課税処分が行われたこと

④そのために納税者が経済的不利益を受けることになったこと

⑤納税者が税務官庁の右表示を信頼しその信頼に基づいて行動したことについて納税者の
責めに帰すべき事由がないこと

　である。　はたして、昭和60（1985）年当時に示された要件を満たした場合においてのみ、信義誠実の原則を適用することが現代の税務行政に適しているのであろうか。

（２）一般納税者に対する課税当局における税務指導

　一般の納税者が税金に触れる機会がもっとも多い時期が確定申告時期である。納税者のほとんどが税務代理を税理士に委任できるわけではなく、自ら課税当局に赴き税に精通していない納税者が、税務職員の指導を信じて申告を行うことになる。この時点において税額計算を指導どおりに行い、提出および納付をして、期限内に申告をする。しかしながら、申告後において当該納税者に対して課税当局から連絡があり、税務申告内容に誤りがあり税額が少ないため修正申告を慫慂され、かつ過少申告加算税および延滞税の追加的罰則納付も余儀なくされている実態が多々指摘されている。

　このような場合においては、納税者自身で異議申立てや訴訟という法的判断にまで抗議がおよぶことはごくまれで、ほとんどの場合泣き寝入りをして仕方なく追加納付および過少申告加算税等を支払っているものと考えられる。

　さて、このような場面においても信義誠実の原則を適用して納税者を保護していく必要性があるのであろうか。

（3）税務に精通した専門家に対する税務指導

　税理士が、ある事案について租税判断をすることが困難なケースにおいて、課税当局に対して申告期限前に事前相談を持ちかけることがある。課税当局からの回答は、おそらく「申告をしていただいてから判断をさせていただきます」といったものが大半であると思われる。しかしながら、専門家としては課税当局からの事前相談における回答を文書化しておくために相談担当者の氏名・部署等を明記し、回答内容について保存しておくのが一般的であろう。果たしてこの文書についてどの程度効力があるのだろうか。仮にこの回答と、申告後における課税当局側の見解に相違があった場合、責任の所在は誰に帰属することになるのであろうか。納税者側に帰属するとすれば、事前相談における回答はまったく無意味なものとなってしまうことになる。この場合において、納税者の保護を信義誠実の原則を適用して図ることはできるのであろうか？

　

　（4）書籍・文献に基づいた税務判断

　税理士にとっては、税法・通達のほかに具体的事例に則った書籍・文献等を参考にして税務判断を下す場合が多々ある。書籍や文献には、通達以外における税務の取り扱いが一般化されたものも記載されている。出版物の発行元が、課税当局関係であり、また現職の税務職員や税務署退職者であった場合には信頼度も高いものとなるといえる。しかしながら、税法・通達だけでは判断しかねるケースの場合において、それらの書籍や文献を信じて税務判断を下してもよいものであろうか。課税当局側の判断と相違した場合に、文献・書籍の記載を信じた税理士側に否があるとされるのであろうか。

　とりわけ課税当局関係者の記載による文献・書籍を信じた税務判断について、信義誠実の原則は適用されるべきなのであろうか？

　（5）論点

　以上（2）から（4）までのケースにおける信義誠実の原則の適用について、税法上は（1）の要件にあるようにかなり厳格である。裁判においても実際に税法において信義誠実の原則が適用された例も少ない。民法上における信義誠実の原則の適用は、税法上の取り扱いとどの程度の差異があるのか。　

また、信義誠実の原則により納税者の保護を図る必要がある場合については、実務上どのようなケースに限定するべきなのか考察してみたい。

2． 実務上の取扱い

（1） 一般納税者に対する税務指導

租税の徴収及び賦課は、必ず法律の根拠に基づき、法律に従って行わなければならないとする憲法８４条に規定されている租税法律主義によっている。これは、国民の財産を保護し、法律生活の安定をはかることを目的とする。すなわち、課税要件法定主義ならびに課税要件明確主義の２点を内容とする。

　前者は、「納税義務者・課税物件・課税標準・税率等の各種の課税要件のほか、租税の賦課・徴収の賦課は法律で定めなければならない」、というものであり、また後者は、「課税要件は明確に定めなければならず、行政権の自由裁量を認めるとか不確定概念を用いることは原則として許されない」
というものである。

課税当局は、税務知識に乏しい一般の納税者が税務申告に訪れた際においても、課税要件を明確に示し、課税当局の自由裁量のない範囲で分かりやすく指導していく必要がある。しかしながら、税務指導を受けた納税者の方から、間違った指導を受けたにもかかわらず、修正申告と加算税の賦課を余儀なくされた旨の相談を受けることがしばしばある。もちろん、一般納税者の方は、指導を受けたことにつき明確な証拠もなく、ほとんどが口頭による回答であることから課税当局側が間違った指導に基づく賦課・徴収を行ったことを立証することができないのが現実である。

このようなケースにおける納税者を保護していくためにも、信義誠実の原則によって間違った指導によって損害を受けたことを立証する手段等を講じていく必要もある。そして、今後一般納税者の方がどのような要件のもとに信義誠実の原則によって保護がはかられるべきなのか検討していく必要性があるであろう。

（2） 専門家による見解と課税当局における見解の相違

　税務に精通した専門家が税法・通達等においても判断できない事案において、税務署に設置されている税務相談室へ判断を仰ぐことがある。これは、特殊な事案ついて専門家として申告後に加算税等の余分な負担を強いられる危険性を前もって回避しておく必要があるためである。この場合においては、専門家として担当相談員の氏名・場所・日時等を記載した書類を今後の判断基準の材料または、申告後に指導とは違う税務判断が課税当局側からなされた場合における証拠資料として保存しておくためである。このように、実務上において課税要件や提示資料がすべて税務相談と同じであるにもかかわらず、申告後の最終的な課税判断が税務当局側と違う場合がある。このようなケースにおいて、税務に精通した専門家が用意周到に行った税務判断についても否認された場合の信義誠実の原則によって救われるべきではないだろうか。あるいは、国税通則法６５条第４項における正当な事由に該当するとして加算税だけでも免れる手当てがあるべきであろう。この点についても、後述の３章において判例を示しながら検討してみたい。

（3） 書籍・文献に基づいた税務判断

　税理士が税務判断において、税法・通達によっても明確な確信を得ることができない場合には、税務事例問答集などを用いることがある。この出版物による税務判断が申告後における課税当局側の判断に相違がある場合がある。それは、必ずしも税務事例問答集に掲載されている事案と同じではなく、課税要件も一致するとは限らないケースもありこの場合においての納税者の保護はあまり図られていないのが現状である。

判断があいまいな場合において、最終的な税務判断が課税当局側の自由裁量が含まれる場合もある。税務の実務界における税慣行による判断と課税当局側の判断とが食違い、更正処分等を受けた場合について、その税務判断の相違について、国税不服審判所によることになる。しかしながら、
国税不服審判所も課税当局寄りの判断をする場合が多い。納税者の勝訴率が平成15年において、わずか11.2％程度であることからも理解ができるであろう。この点につき、実務書や税慣行における税務判断も信義誠実の原則の下、納税者の法的安定性を保護する要件等が整備される必要性があるように思われる。この点についても、後述の平和事件における判断を参考に考察してみたい。

３．裁決例・裁判例

（1） 最高裁昭和６２年判決

　（ａ）事実の概要

Ａは酒類販売業の免許を得て営業していた。Ａの養子であるＸは、昭和２５年からＡの営業に従事し、昭和２９年ごろには実質的にＸが中心となって営業を運営するようになった。酒類販売業による所得税については、Ａが青色申告の承認を受け、昭和２９年分から昭和４５年分までＡの名義で確定申告をしてきたが、昭和４６年分から、ＸがＡの青色申告の承認申請をすることなく、自分の所得としてＸ名義の青色申告書により確定申告をし、申告にかかる税額を納付するようになった。Ｙ税務署は、昭和５２年３月１２日、昭和４８年分と同４９年分について、Ｘが青色申告の承認を得ていないことを理由として、白色申告として本件更正処分等を行った。これに対してＸは、本件更正処分等は、信義誠実の原則に反する違法があるとして、その取消を求めた。

　（ｂ）判旨

租税法規に適合する課税処分について信義誠実の原則の法理による違法を考え得るのは、納税者間の平等公平という要請を犠牲にしてもなお当該課税処分にかかる課税を免れさせて納税者の信頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が存するかどうかの判断にあたっては、少なくとも、税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示し、納税者がその表示を信頼しその信頼に基づいて行動したところ右表示に反する課税処分が行われ、そのために納税者が経済的不利益をうけることになったものかどうか、納税者が税務官庁の右表示を信頼しその信頼に基づいて行動することについて納税者の責めに帰すべき事由がないかどうか、という点の考慮が不可欠である。

本判決は、納税者が青色申告の承認を受けていた被相続人の営む事業にその生前から従事し、右事業を継承した場合であっても、青色申告の承認申請書を提出せず、税務署長の承認申請書を提出せず、税務署長の承認を受けていないときは、納税者が青色申告書を提出したからといって、その申告に青色申告としての効力を認める余地はないとし、更に上記の信義誠実の原則の租税法における適用要件を示した上で、本件更正処分がＹのＸに対して与えた公的見解の表示に反する処分であるとはいえないとして、本件更正処分について信義誠実の原則の法理の適用を考える余地はない旨を判示している。　

（2） 名古屋地裁平成２年５月１８日判決

　（ａ）事実の概要

原告Ｘは、不動産の売買等を行うことを目的とする法人であり、被告Ｙ税務署長より青色申告の承認申請を受けている。Ｘは、短期土地譲渡所得の申告にあたり税務判断につき２通りの選択肢があり、どの譲渡方法によったほうがより税務上有利であるのかにつき尋ねたところ、Ｙの部下である統括国税調査官から、「将来譲渡する不動産については抗争を予防するために事前に上申書を提出して、税務当局の意見を聴いた上で対処されたい。」と要望されたことから、昭和５５年３月７日、Ｙに上申書を提出し、土地の譲渡について、ＸからＡ社（譲渡先）にそのまま譲渡するという案（重課譲渡所得税がかかるので、Ｘとしては避けたい案）による代わりに、まず、Ｘと出資者との間で土地の売買契約を締結した上、Ｘが出資者の代理人として土地をＡ社に金６，０００万円以上で譲渡するという案によれば重課譲渡所得税を免れるか否かを尋ねたところ、同月２４日又はその２、３日前頃、右統括国税調査官の部下である国税調査官から電話により、後者の案によれば前者の案を採ったのと同じ課税がされることはない旨の回答を得た。そこで、Ｘは、後者の案によって土地を譲渡したのであるが、Ｙは右回答を覆して、前者と同じ課税（更正処分）を行った。これは、信義誠実の原則に反し違反な処分であるとして、訴えを提起した事案である。

（ｂ）判旨

　　請求棄却

上記（１）の最高裁判決による信義誠実の原則の要件を引用し、信義誠実の原則の適用につき慎重であるべき租税法律関係の特質を考慮すれば、さまざまな状況下で行われる税務職員の見解の表示のすべてが信頼の対象となる公的見解の表示となるものでないことはいうまでもなく、納税者はもともと自己の責任と判断の下に行動すべきものであることからすれば、信頼の対象となる公的見解の表示であるというためには、少なくとも、税務署長その他の責任ある立場にある者の正式の見解の表示であるというべきであるから、原告主張の回答は、その回答者、回答の方法及び内容等に照らし、信頼の対象となるべき公的見解の表示であると認められることは到底できないものである。

（3） パチンコ平和事件　東京高裁平成１１年５月３１日判決

　（ａ）事実の概要

原告Xは、パチンコ機器製造等を業とするH会社の代表取締役であるほか、有価証券の保有、運用を目的として設立されたN会社の取締役も兼ね、昭和６３年１２月末現在H会社の発行済株式数５，８８８万株のうち、４，３２５万株及びN会社の資本金５００万円のうち４９０万円の出資持分をそれぞれ有していた。

Xは、N会社に対し、平成元年３月１０日、H会社の株式３，０００万株につきN証券会社等を介して、総額３，４５０億円で譲渡し、同年３月１５日、３，４５５億円余を無期限、無利息、無担保で貸し付けた。

Xは、同日T銀行等３行から本件貸付金の原資を年利３，３７５％で借入れ、N会社からの本件株式の譲渡代金等を持って、当該借入金を返済し、１日分の利息３，１９４万円余を支払った。

この結果、本件株式はXからN会社への本件株式の譲渡代金等をもって、当該借入金を返済し、１日分の利息３、１９４万円余を支払った。

そして、本件株式はXからN会社へ移転し、本件貸借は残存し、N会社は、平成２年９月期６億円、同３年９月期９億円の配当収入を得た。平成４年１０月、N会社は、解散して本件株式を持って本件貸借に係る債務を弁済したが、本件株式の下落により、１，３９８億円余の債務残が生じたXは、これを免除して貸倒損失として処理した。

これに対して、被告税務署長Yは、平成４年６月、本件貸借について所得税法１５７条の規定を適用して、本件貸借について所得税法１５７条の規定を適用し、本件貸借によってXに利息収入（３年分で裁定後４９５億円余）が生じたものとして、平成元年から３年分までの所得税について更正及び過少申告税の賦課決定をした。

　（ｂ）判旨

　判決における争点のうち、解説書における信義誠実の原則についてのみ述べる。

国税当局担当者の解説書における個人の無償貸付には課税関係は生じないとする見解の存在を論拠とする本件各更正に対する信義則の適用の有無について。

Ｘの主張

税務実務においては、長年にわたり所得税と法人税における所得概念の相違等から、個人が法人に無利息貸付をしても課税上の問題は生じないものと確信されてきており、係る税務実務の存在は、課税庁の担当職員がその感触を明示して執筆した著作物にその旨の記載があることからも明らかである。

本件消費貸借がかかる公の見解を信頼してされたものであること、その信頼が保護に値するものであることは多言を要しないから、本件各更正は信義則に反し、違法である。

Ｙ税務署長の主張

本件各更正の当時において、個人が法人に無利息貸付をしても課税上の問題は生じないとの税務実務が存在していたことはなかった。

また、課税処分が信義則の適用により違法となる場合があるとしても、租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要請を犠牲にしてもなお当事者の信頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が存する場合に初めてその適用の是非を考えるべきものである。

本件においては、公的見解の表示事実そのものが存在せず、本件各更正について信義則の適用を考える余地はない。

判決

租税法律主義における信義則の適用があるのは、租税法規の適用以上に納税者の信頼を保護しなければ正義に反するような特別の事情がある場合に限られ、少なくとも、税務官庁が納税者に対して信頼の対象となる公的見解を表示したことが必要となる。本件においては、税務官庁の担当者による文献には、個人から法人への無利息貸付は一般に課税対象にはならない旨記述があるが、いずれも一般的な税務事例に則した解説書の性質を有する私的な著作物というほかなく、公的見解の表示と同視することはできない。よって、本件各更正が信義則の適用によって違法となる余地はない。　

４．問題解決へのアプローチ
（１）納税者の保護

租税法における信義誠実の原則は、租税法律主義に基づく課税要件法定主義ならびに課税要件明確主義を貫いて納税者の財産の保護、法律生活の安定を図る必要性がある場合に当然に必要とされるものである。もし、一定の要件の下に信義誠実の原則を認めないとしたならば税務官庁の裁量権を認めることにつながり、また納税者の保護を図ることもできないことになる。
したがって、納税者間の公平性を保つことと特定の納税者の保護を図ることについて天秤にかけて判断していく必要がある。上述したように、租税法において信義誠実の原則を適用することは実務的に非常に困難である。この点について、税務相談を受けて税務職員の指示に従って税務申告をした納税者の保護を図る必要があると考える。たとえば、税務申告が自己申告制度に基づき、あくまで税務職員の支持に従って判断された事項については、自己責任である旨を相談の前に説明しておく義務があるのではないだろうか。税務に不案内な納税者に対しては、あらかじめ書面等で申告に誤りがあった場合の責任の所在を明確にしたものを交付しておくというのも重要なことである。

　（２）専門家に対する信義誠実の原則の適用

税理士である専門家が、信義誠実の原則によって申告後の課税当局との見解の相違を議論することは難しいであろう。専門家が当然に税務代理において負うべき善管注意義務があるため、税務当局に信義誠実の原則違反を問うことは難しいであろう。上述のように、一般の税務職員による見解の表示があったとしても公式な見解とは認められることはない。専門家が書面にて公的見解の表示を受ける場合には、税務署長その他責任ある立場にいる者からの見解である必要がある。

　税務に精通した専門家が、税務代理を受けている以上見解の分かれる可能性のある事案等については、あらかじめ申告前に文書照会
による手続きをとっておくことが必要である。この文書照会は、申告納税制度の下において納税者の申告の便宜を図り、また予測可能性の向上の観点から有用であると国税当局が認める場合について、事前照会者が申告前に文書により回答を受けることができる制度である。この制度を専門家である税理士が有効に活用していくことが今後重要となるであろう。
（3）書籍・文献に対する信義誠実の原則の適用

　書籍・文献に対する信義誠実の原則の適用については、上述の平和事件の適用によって明確化されており、今後適用があるケースはないであろう。この判決以後、ほとんどの文献のはじめに、「文中意見にわたる部分は、個人的見解であることを念のために申し添えます」といった文面が記載されている。これは、書籍を信用して行った税務判断に対しては責任を持たないという意味であり、信義誠実の原則の適用の余地はないといったことである。したがって、納税者の最終的な税務判断を書籍等に委ねた場合の責任は、あくまで自己に帰属することになる。
　

以上のように、租税法における信義誠実の原則の適用は一定の要件の下必要である。しかしながら、安易に信義誠実の原則を認めることは納税者の公平を阻害することにもつながってしまう。したがって、納税者の保護を図るため、あらかじめ自己責任である旨の明確化、そして専門家に対しての信義誠実の原則の適用は困難であることから、文書照会のより一層の活用を図っていくことが必要となろう。
　　　

　参考文献　　宇賀克也「課税処分と信義則」ジュリスト918号119-121頁
　　　　　　　金子芳雄「租税法と信義則」別冊ジュリスト租税法序説26-27頁

　　　　　　　乙部哲郎「租税関係と信義則」別冊ジュリスト法の一般原則52-53頁

　　　　　　　高橋靖「租税基本判例80」税研106　57-59頁

　　　　　　　裁判長裁判官　富越和厚「判例時報」1625号　23-41頁

� 最判昭和62年10月30日（昭和60年（行ツ）第125号、所得税更正処分取消請求事件）。


　ジュリストNO.918（1988.9.15）P.119　課税処分と信義則　宇賀克也


� 金子宏･新堂幸司・平井宣雄『法律学小辞典・第三版』（有斐閣　1900年）738頁。


� 平成15年の国税不服審判所における審査請求の納税者側に軍配が上がった一部取消または全部取消の合計が処理件数全体に占める割合が22.0％となり過去最高であった。


　また、税務訴訟における納税者が勝訴した終結件数全体に占める割合は11.2％であり、過去の勝訴率は平成10年が5.6％、11年6.1％、12年5.6％、13年8.2％といった状況である。


� 前掲（注１）　　頁。


� 名古屋地裁平成2年5月18日判決（昭和63年（行ウ）第19号等　法人税更正処分取消等請求事件）　税研（最新）租税基本判例80（2002.11）　P.57　高橋　靖


� 平成11年5月31日判決（平成9年（行コ）第70号　所得税更正処分取消等請求控訴事件）判例時報1625号　P.23


�　平成13年4月から、課税当局側の同業者に対する文書回答が行われるようになり、また平成16年4月から一般納税者に対する文書回答も行われるようになった。


　しかしながら、個別事案の照会については国税庁ＨＰへの公開が前提とされているためプライバシーの点等について使い勝手の悪さも指摘されている。
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